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４ 高圧ガスの貯蔵及び消費 令和5年4月1日現在

根 拠 法 令 高圧ガス保安法(第16条､第17条の2､第24条の2) 担当課 消 防 救 急 課
担当係 保 安 係

0742-27-5422

制度の概要 ３００‰以上（液化ガスの場合は３，０００㎏以上、以下同じ。）の
高圧ガスを貯蔵する場合は許可又は届出が必要となる。
また、政令で定める種類の高圧ガスを消費する場合は届出が必要とな

る。

目 的 高圧ガスの貯蔵及び消費を規制することにより、高圧ガスによる災害
を防止し、もって公共の安全を確保することを目的とする。

対 象 地 域 県内全域

規 制 内 容 １ 第１種貯蔵所設置許可が必要な場合
容積１，０００‰（不活性ガス等政令で定める高圧ガス（※）のみ

の場合は３，０００‰）以上の高圧ガスを貯蔵する場合
※不活性ガス等政令で定める高圧ガスとは、ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、

キセノン、ラドン、窒素、二酸化炭素、フルオロカ－ボン（可燃性のものを除く。）又

は空気をいう。

２ 第２種貯蔵所設置届出が必要な場合(上記１に該当する場合を除く。)
容積３００‰以上の高圧ガスを貯蔵する場合

３ 特定高圧ガス消費の届出が必要な場合
この場合、消費開始日の２０日前までに届出なければならない。

（１）政令で定める種類の高圧ガス（※）を消費する場合
※政令で定める種類の高圧ガスとは、モノシラン、ホスフィン、アルシン、ジボラン、セ

レン化水素、モノゲルマン、ジシランをいう。

（２）政令で定める種類の高圧ガスであって政令で定める数量（※）以
上を貯蔵して消費する場合
※政令で定める種類の高圧ガスであって政令で定める数量とは次のとおりである。

高圧ガスの種類 数 量

圧 縮 水 素 ３００‰

圧 縮 天 然 ガ ス ３００‰

液 化 酸 素 ３，０００㎏

液 化 ア ン モ ニ ア ３，０００㎏

液 化 石 油 ガ ス ３，０００㎏※

液 化 塩 素 １，０００㎏

４ 適用除外
高圧ボイラ－や鉄道車両のエアコンデショナ－内の高圧ガス又は船

舶安全法、鉱山保安法、航空法、電気事業法等の法令により規制を受
けている高圧ガスについては適用除外となるので消防救急課まで問い
合わせること。

許 可 等 の 基 準 １ 貯蔵所の位置、構造及び設備が経済産業省令で定める技術上の基準
に適合するものであること。

２ 特定高圧ガス消費者は、消費のための施設を、その位置、構造及び
設備が経済産業省令で定める技術上の基準に適合させること。

３ 特定高圧ガス消費者は、経済産業省令で定める技術上の基準に従っ
て特定高圧ガスの消費をすること。

※液化石油ガスの保安の確保

及び取引の適正化に関する法

律施行令（昭和４３年政令第

十四号）第二条各号に掲げる

者が消費する液化石油ガスの

貯蔵設備にあっては、

１０，０００ｋｇ
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手 続 の ﾌ ﾛ - 図 高圧ガス保安法の規定による高圧ガスの貯蔵等の許可申請等
１ 第１種貯蔵所設置許可の場合

申 請 者 消 防 救 急 課

計 画

許可申請書 審 査
提出

工 事 開 始 許 可
許可通知

工 事 完 成

完成検査申請
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使 用 開 始
完成検査証
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２ 第２種貯蔵所設置届の場合

届 出 者 消 防 救 急 課

計 画

設 置 届 受 理
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使 用 開 始 審 査
受理通知

３ 特定高圧ガス消費届の場合

届 出 者 消 防 救 急 課

計 画
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検査は指定検査

機関でも可


